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（３）戦略的施策 

多様なライフスタイルの広がりに対して、戦略的に施策を展開するため、基本計画で掲

げる施策・取組の中から３つのテーマごとに選定し、「戦略的施策」として位置づけている。  

 

取組状況 

ア 「個人のライフスタイルや価値観の多様化への対応」に関する施策の取組状況  

小分野 取組 令和元年度取組状況 

3-1-2 

男 女 共

同参画 

学 校 や 地 域 等 で 自 分 の

能力や個性を輝かせ、自

分らしく生きることができる

社会の実現 

男女共同参画推進のため、講座を希望する市内中学校に講師を派遣

し、互いに共感し、尊重しあえる関係づくりをテーマに出前講座を行った。

また、多様な働き方や暮らし方を推進し、ライフスタイルの選択肢を増やす

「スタイリングウィーク」において、仕事と子育ての両立、家事の効率化、家

事シェアをテーマにセミナーを開催した。（男女共同参画プラザ） 

施策に多様な価値観と発

想 を 取 り 入 れ る た め 、 政

策・方針決定過程への女

性参画の拡大と女性の人

材育成・活用 

女性職員を積極的に管理職へ登用し、R2 年 4 月 1 日付で管理職の女

性割合が 29.0%となり、市役所における女性の活躍推進を図ることがで

きた。（男女共同参画プラザ） 

4-1-2 

住 宅 環

境 

地 域 の特 長 を生 かしたラ

イフスタイルの実現と多様

な住まい方・暮らし方への

受容と理解の促進 

萩の台地域で、地域住民主体の WS「萩の台ミライ会議」を開催し、40

～70 代の多世代が集い、資源や課題を話し合い、暮らしを豊かにする

アイデアを企画・実現した。対面での話し合いや地域資源を活かした取

組の実現を通して、旧集落と新興住宅地間の住民の交流を促進し、互

いのライフスタイルや価値観への受容と理解が進んだ。特に旧集落居

住者の意識や行動に変化が表われた。4 回開催 延べ 125 名参加 参

加者の 85％以上が「参加して新しい気づきや気持ちの変化があった」と

回答。（住宅政策室、都市計画課） 

5-1-1 

都 市 活

力創造 

夢 や 目 標 の 実 現 を 目 指

す人 や新 しい暮 らし方 を

する人 の可 視 化 とつなが

りや交流の支援 

アウトドアイベント「IKOMA ＳＵＮ ＦＥＳＴＡ」を開催。生駒で起業を目

指す人の支援をする「ファーストステップブース」には定数 5 枠に対して

3 倍の申込みがあった。新規出店者が 3 分の 1 を占め、それぞれがイベ

ントと共に生駒のまちを発信し、参加者もまた「生駒に住んでいてよかっ

た」とＳＮＳを通じて発信。参加者アンケートでは「いこまのまちのイメージ

が良くなった」と答える人が 75％を占め、イメージの向上にも役立った。

このほか、いこまち宣伝部から派生した企画「いこまとりっぷ」は 3 つのツ

アーを 9 人の市民が企画。主催側としても多様な立場の方に関わって

もらい、市内外の人が交流する場となった。（商工観光課） 

5-2-1 

商 工 観

光 

企業や研究施設の誘致 

 

モノづくりフェア 2019、メッセナゴヤ 2019、国際フロンティア産業メッセ、

企業異業種交流会に市内事業所と共に参加し、販路拡大を支援する

とともに、生駒市・生駒商工会議所ブースを設け、生駒市の企業立地

について PR した。その他に、奈良県企業立地セミナーに参加して生駒

市の PR を実施した。（商工観光課） 

時代の転換を見据えた企

業誘致の取組の調査研究 

学研都市推進機構、周辺 4 市町（生駒市、精華町、京田辺市、木津川

市）と共にモノづくりフェア 2019、メッセナゴヤ 2019 に参加し、市内企

業、周辺 4 市町の企業との交流を深めた。それに加え、他の参加企業
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に向けてアンケートを実施した。アンケートでは、企業誘致に求めること

の聞き取りや、生駒市の企業立地制度の PR を実施した。（商工観光

課） 

地域活性化を図るための

起業支援 

生駒市内で創業や第二創業を考える人への創業支援として創業支援

セミナーを実施し、30 名が受講した。また、おちやせんでのチャレンジ商

品企画に 8 事業者の応募があり出品があった。なお、チャレンジ商品に

参加した 1 事業者が奈良ビジネスコンテストに応募し、賞を受賞してい

る。（商工観光課） 

子 育 て女 性 や高 齢 者 等

多 様 な 人 材 へ の 就 業 支

援の実施 

ハローワーク奈良と連携し、合同就職面接会を 2 回（9 月、2 月）、子連

れで就職面接会を 1 回（11 月）、就職セミナーを 1 回実施した。各面接

会に延べ 71 名の参加があり、その内 15 名が採用され、市内事業者の

人員確保につながった。（商工観光課） 

多様な働き方の啓発と施

設・設備の利用促進 

働き方改革推進イベント（市民向け及び事業者向けセミナー）を実施の

他、指定管理者による交流会や勉強会等も複数開催した。着実に利

用者数を伸ばしており、市内事業者の働き方改革につながった。（商工

観光課） 

市 内 企 業 と の 連 携 に よ

る、市内 の就 職情 報 を提

供 できる環 境 整備 と情 報

提供・周知 

ハローワーク奈良と連携し、合同就職面接会を 2 回（9 月、2 月）、子連

れで就職面接会を 1 回（11 月）、就職セミナーを 1 回実施することで、

市内就職情報の提供を実施した。また、託児ありの求人限定で子連れ

で就職面接会を開催することで、子連れの方の就職環境整備にも努め

た。（商工観光課） 

5-3-1 

農業 
農 地 斡 旋 、 農 地 情 報 提

供 、 営 農 相 談 等 の 新 規

就農者支援 

新規就農者を誘致する機会としての農業フェア等への参加や農地見

学会を積極的に行うほか、人・農地プランの実質化に向けて集落ごとに

座談会を開催し、担い手と農地情報の共有を図った。新規就農者の営

農を支援することにより、農地の保全を図った。（農林課） 

事 業 者 の地 場 野 菜 等 の

販 売 支 援 及 び消 費 ニー

ズの把握 

希望する自治会に移動販売を実施し、農業者団体と自治会との連携

による地域活性化や地場野菜等の魅力発信に取り組んだ。また、農業

者が主体の朝市において、場所の提供や広報紙・HP への掲載などの

PR 支援を行い、地場野菜の販売促進につながった。（農林課） 

●まとめ  

個人の生活構造においては、これまでのように誕生から就学・進学・就職・結婚・育児・

定年退職といった直線的なレールではなく、人によって様々な経路をたどるようになって

きている。また、ＩＣＴの発展に伴い、買い物、学習、コミュニケーションといった普段

の生活も変化している。令和２年度市民満足度調査では、半数以上が仕事よりプライベー

トな時間を大切にしたいと回答し、約半数がＳＮＳをよく利用すると回答しており、また、

約４分の１がモノを所有するよりシェアした方が良いと回答している。  

このようなライフスタイル・暮らし方の変化に対応するため、令和元年度は、「男女共

同参画」分野では、関係課同士で連携を取りながら、「スタイリングウィーク」を開催し、

「仕事と子育ての両立」、「家事の効率化」、「家事シェア」などをテーマとし、多様な働き

方や暮らし方を推進した。また、「住宅環境」分野では、萩の台地域で、地域住民主体のワ
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ークショップ「萩の台ミライ会議」を開催し、４０～７０代の多世代が集い、資源や課題

を話し合い、暮らしを豊かにするアイデアを企画・実現した。対面での話し合いや地域資

源を活かした取組の実現を通して、旧集落と新興住宅地間の住民の交流を促進し、互いの

ライフスタイルや価値観への受容と理解が進んだ。さらに、「都市活力創造」分野では、ア

ウトドアイベント「IKOMA SUN FESTA」を開催し、生駒で起業を目指す人を支援する

「ファーストステップブース」を設け、定数５枠に対して３倍の申込みがあった。また、

「商工観光」分野では、創業支援セミナーの開催や「おちやせん」でのチャレンジ商品販

売など、起業支援に取り組み、多様な働き方を推進した。  

 

イ 「人口減少・人口構造の変化への対応」に関する施策の取組状況  

小分野 取組 令和元年度取組状況 

1-2-1 

高 齢 者

保 健 福

祉 ・ 地

域福祉 

介護予防・日常生活支援

総合事業の充実 

高齢者が自立した生活を送るための生活機能を維持してもらうため、介護

予防の各種教室を引き続き実施した。また、住民主体で実施してもらう、

いきいき百歳体操の立ち上げの支援を行うとともに、活動教室への支援と

して、定期的にリハビリ専門職の派遣を行った。（地域包括ケア推進課） 

自 立 支 援 に 向 け た 介 護

予防・重度化防止の推進 

これまで要支援者の自立支援として行っていた地域ケア会議を要介護

１・２の人を対象に実施した。多職種で課題の明確化・目標設定・支援

内容の検討を行い、自立予防・重度化防止に努めた（開催回数４回）。

（地域包括ケア推進課） 

高 齢 者 が地 域 で 日 常 的

に交流できる「通 いの場」

の拡充 

老人クラブ連合会と連携し、地域の支え手を養成する「いこいこサポー

ター養成講座」を実施し、70 名のサポーターを養成した。サポーター

が、「通いの場」の設立、運営に携わることで、住民同士の支えあいが

広がった。（高齢施策課、地域包括ケア推進課） 

地 域 福 祉 活 動 が機 能 す

るための環境整備 

市内の民生委員・児童委員、老人クラブ連合会、自治連合会、社会福

祉施設等の福祉関係団体と連携・協働し地域福祉活動の充実に取り

組んでいる生駒市社会福祉協議会の組織体制及び運営基盤の強化

を図るため補助金を交付した。（高齢施策課、地域包括ケア推進課） 

シルバー人 材 センターの

活 性 化 支 援 と 高 齢 者 の

就労支援 

・シルバー人材センターとの連携を深めることで、センターにおいて空き

家対策、高齢者日常生活支援事業等、地域の課題解消に向けた事業

を推進された。（高齢施策課） 

・合同就職面接会を 2 回（9 月、2 月）、就職セミナーを 1 回実施し、高

齢者を含む就労希望者の支援を行った。（商工観光課） 

2-1-1 

母 子 保

健 

不育症治療・一般不妊治

療費の助成による経済的

負担の軽減 

希望する妊娠出産の実現を図るため、不育症・不妊症の検査及び治

療を受けた者に対し、費用の一部を助成することにより経済的負担を軽

減した。（健康課） 

妊 娠 ・ 出 産 ・ 子 育 てに関

する知 識、技 術 を習 得す

る機会や情報の提供 

妊婦向けの教室である「パパママ教室」「パパ講座」では、平日・土日開

催の両方を取り入れ、妊婦やそのパートナーに対して正しい知識の普

及啓発を行った。また、妊婦訪問指導の際には、すべての訪問に専門

職(助産師)で対応しており、妊婦の不安や心配事にその場で助言指導

を行った。（健康課） 
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産婦・新生児や乳児の訪

問指導 

訪問を委託していた奈良県助産師会との契約を解消し、直営での実施

に向けて準備を進めた。直営になることで、安定した訪問数を確保する

ことができ、今までよりも早い月齢での訪問が可能になる。早期に支援

をスタートすることで、保 護 者 が安 心 して子育てできる環 境を整 えた。

（健康課） 

疾 病 の早 期 発 見 ・治 療 、

障がいの早期発見、育児

支 援 等 の た め の 乳 幼 児

健康診査の実施 

毎月すべての健診において未受診者を抽出し、受診期間がまだある方

には受診勧奨し、最終的な未受診者には必ず現認確認を行った。（健

康課） 

発 達 や育 児 の不 安 解 消

等 の親 の支 援 と子 どもの

健全育成のための取組 

10 か月児、2 歳 6 か月児、3 歳児への育児相談や子供の発育発達や

子育てに不安を抱える保護者が参加する個別発達相談を実施し、育

児に対する正しい知識の普及啓発を行った。また、保護者の不安に寄

り添いながら必要な支援（個別栄養相談や各種サロン、親子教室、療

育等）に繋いだ。（健康課） 

2-1-2 

子 ども・

子 育 て

支援 

待機児童解消に向けた、

保育所の開設と保育士の

確保 

中保育園給食室の保育室への改修や、H31 年 4 月の「きたやまと保育

園」の開園により定員増を図り、待機児童解消に努めた。R2 年度の「わ

らべ学園」開園に向けて、補助金交付など支援を行った。また、「資格

をいかそう！相談会」や「保育園・こども園見学ツアー」を実施し、潜在

保育士の発掘に取り組むなど、多方面から待機児童減少に取り組んだ

（R2.4.1 待機児童数（実質待機）：65 人）。（こども課） 

保護者ニーズに合わせた

保 育 事 業 の 継 続 実 施 と

充実 

公立保育所 4 園、私立保育所等 22 園のうち、全園で延長保育、私立

9 園で一時預かり保育、私立 1 園で休日保育、私立 1 園で病後児保育

を実施した。また、病児保育を 2 か所で実施し、保育者のニーズに合わ

せた保育サービスの充実に努めた。（こども課） 

多様化する保護者ニーズ

に対 応 した預 かり保 育 の

充実 

南こども園と認定こども園生駒幼稚園において、1 号認定児の早朝・延長

預かり保育を実施した。また、その他の園での実施日拡大に向けて、10 月

から桜ヶ丘幼稚園で、17 時までの延長と水曜日のモデル事業を実施し、そ

の結果を検証するなどサービス拡大に向けて取り組んだ。（こども課） 

地域での幼稚園ニーズや

園児数の推移等を勘案し

た、幼 稚 園 のこ ども 園 化

の推進 

生駒市学校教育のあり方検討委員会において、こども園化を含めた今

後の市立幼稚園のあり方を検討し、令和 2 年 2 月に答申を受けた。こ

れを受けて、今後、幼稚園のこども園化を含めた施設規模の適正化に

ついて検討する。（こども課） 

地 域 子 育 て支 援 拠 点 事

業 及 びファミリーサポート

事業等による子育て支援

体制の充実 

乳幼児のいる保護者同士の交流や子育て相談の場を提供し、親の成

長を支援することができた。ファミリーサポート事業においては、利用促

進の他各種講座を開催し、会員や子育て支援人材の確保に努めた。

また、R2.3 月に支援会員から援助会員への転換制度を導入し、援助

会員の増加に努めた。（子育て支援総合センター） 

2-2-1 

学 校 教

育 

全国学力・学習状況調査

結 果 を踏 まえた、学 力 向

上 や生 活 習 慣 の改 善 等

さらなる教育活動の推進 

主体的・対話的で深い学びを目指す、R2 年度施行の学習指導要領を

見据え、小学校の教科書選定を行うとともに、職場体験学習等を中心

としたキャリア教育を行った。全国学力・学習状況調査結果内容を分析

し、本市の児童生徒の傾向を把握した上で、今後の教育活用に生か

す。（教育総務課、教育指導課） 

小学校１年 生からの独自

教 材 の使 用 や外 国 語 指

導助手の活用による英語

教育の推進 

R2 年度施行の学習指導要領を見据え、英語活動の指導力向上や小

学生から中学生までスムーズに接続できるような 9 年間の英語教育のカ

リキュラムについて検討した。ALT や、英語に堪能な地域人材（わくわく

イングリッシュサポーター）を配置することで、地域の力も活用した多角

的な教育活動を進めた。（教育指導課） 
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ＩＣＴ機器の活 用による教

育効果の向上と、児童生

徒が主体的・協働的に学

習できる環境づくり 

H30 年度に設置した大型ディスプレイを有効活用できる授業を実施す

るとともに、GIGA スクール構想に基づく、校内 LAN 及び児童生徒 1 人

1 台端末の整備に向けて予算措置等を進めた。今後も、ICT 機器を効

果的に活用することで教員の業務を効率化し、児童生徒と向き合う時

間を増やし主体的・対話的で深い学びを進める。（教育総務課、教育

指導課） 

学 校 司 書を中心とした学

校図書館の活性化による

児 童 生 徒 の読 書 意 欲 の

向上 

全小中学校に学校司書を週３日配置し、学校司書連絡会を学期毎に

実施することで、各校における読書活動推進のための取組を共有した。

読み聞かせやブックトーク、図書委員とのイベント開催をすることで、休

み時間に図書室を訪れる児童・生徒が増加した学校もあり、一定の成

果があった。（教育指導課） 

学校給食センター整備運

営事業の推進 

PFI 事業により、生駒北学校給食センターが 6 月に完成し、9 月から小学

校給食及びアレルギー対応食の提供を開始した。（学校給食センター） 

5-1-1 

都 市 活

力創造 

生 駒 ら し い 魅 力 の 形 成

と、差 別 化 につながる戦

略 的 事 業 の推 進 や関 係

部門間の連携促進 

「ＰＲ・コラボ相談室」を開催し、各課の広報支援にとどまらず、将来都市

像の実現に向けた事業企画を支援した。この結果、個人のライフスタイル

や価値観の多様化への対応事業として庁内 6 課が連携する「スタイリング

ウィーク」の開催につながり、新たな参加者の獲得と起業、就農、シェアエ

コの推進など新しい価値観を啓発することができた。（広報広聴課） 

生 駒 らしいライフスタイル

の発 信 等 による都 市 イメ

ージの形成 

ポータルサイト「good cycle ikoma」では、市内で多様な暮らし方・働き

方・住まい方・活動を紹介し、総合計画が目指す将来都市像を体現す

る人達を可視化した。ＰＶ数も月 10,000ＰＶを超え、都市イメージを共有

することができた。（広報広聴課） 

●まとめ  

人口減少・少子高齢化の影響もあり、令和元年４月１日現在の生駒市の人口は、１１９，

２８１人となり前年同月と比べて５００人以上減少している。生産年齢人口については、

前年同月と比べて７００人以上減少している。市民の属するコミュニティに関しては、こ

れまでは家族・地域・職場によるものがほとんどだったが、高齢化や人口減少、ライフス

タイルの多様化により、世代や空間を超えて緩やかに形成されるようになっている。全体

の世帯数は前年より増加しているものの、令和２年４月１日現在の自治会加入世帯数は、

前年より減少している。令和２年度市民満足度調査では、「休日は友達や家族と過ごすこと

が多い」と回答した人が７割以上となった反面、「近所の人と積極的に付き合いたい」と回

答した人の割合は半分以下に留まった。  

このような状況下で、人口減少を緩やかにしながら地域課題の解決を図るため、令和元

年度は、「子ども・子育て」分野において、保育所の新設や既存施設の改修、保育士確保な

ど多方面から待機児童の解消に取り組んだ。その結果、入所定員を２００人以上増やし、

実質待機児童数は６５人（前年度７７人）となった。また、「学校教育」分野では、キャリ

ア教育や英語教育の充実、GIGA スクール構想の実現に向けた取組、全小中学校への学校
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司書の配置などにより、教育環境の充実に努めた。さらに、「高齢者保健福祉・地域福祉」

分野では、地域の支え手を養成する「いこいこサポーター養成講座」を実施し、新に７０

名のサポーターを養成し、サポーターが「通いの場」の設立、運営に携わることで、住民

同士の支えあいを広げ、加速する超高齢社会への対応を進めた。また、ポータルサイト

「good cycle ikoma」で、市内での多様な暮らし方・働き方・住まい方・活動を紹介し、

総合計画が目指す将来都市像を体現する人達を可視化することにより、ＰＶ数が月 10,000

件を超え、都市イメージの共有に繋がった。転入者の増加には繋がらなかったものの、転

出者は継続的に減少しており、定住促進に繋げた。  

 

ウ 「生活構造や社会構造の変化に対応した都市機能の見直し」に関する施策の取組状況 

小分野 取組 令和元年度取組状況 

2-1-2 

子 ども・

子 育 て

支援 

保育所及び認定こども園

園舎の長寿命化も視野に

入れた施設の老朽化対策 

中保育園既設厨房保育室改修工事に合わせて、高架水槽を撤去し水

道引き込み替え工事を実施した。（こども課） 

幼稚園及び認定こども園

園舎の長寿命化も視野に

入れた施設の老朽化対策 

令和 2 年度以降に幼稚園施設長寿命化計画を策定するため、その前

段階として現状の調査点検業務を実施した。（こども課） 

2-2-1 

学 校 教

育 

学 校 施 設 の 安 全 点 検 と

計画的な老朽化対策 

夏季の平均気温の上昇による熱中症予防などの健康面を配慮し、市

立小中学校の普通教室と特別教室にエアコンの整備を行った。また、

経年劣化による設備の老朽化に対応するため、受水槽の改修、屋上

防水の改修、トイレの改修等の工事を行った。（教育総務課） 

4-1-1 

住 宅 環

境 

空き家等の市場への流通

促 進 を図 るため、空 き家

流通促進プラットホームの

運営支援 

空き家相談や空き家セミナーなどの施策を活用し、いこま空き家流通促

進プラットホームに空き家情報を提供し、空き家の流通促進に取り組ん

だ。一般的に市場流通しづらい物件が多い中、16 件が成約に至り、新

たな住まい手が生まれた（物件情報提供：30 件、売買または賃貸契約

成立：16 件）。（住宅政策室） 

事 業 者 との連 携 による近

居・住み替えニーズの掘り

起 こしと魅 力 的 な賃 貸 住

宅等の供給策の検討 

都市計画マスタープラン改定に向けた市民アンケートにおいて、住み替

え意向 や住み替 える場 合 のエリアや建 物種 別 等の調 査・分析 を行っ

た。また、既存の共同住宅の棟数や分布状況等の調査も行いながら、

本市における住み替えモデルやサイクルの検討を進めている。（住宅政

策室、都市計画課） 

空き家対策として、住宅需

給バランス、周辺環境への

負 荷 に配 慮 した新 築 ・土

地利用のあり方の検討 

都市計画マスタープラン改定に向けた市民アンケートでの住み替え意

向の調査に加えて、本市における人口動態や新築件数・中古住宅の

流通状況等を調査・分析し、人口減少時代に相応しい土地利用方針

の検討を進めている。（住宅政策室、都市計画課） 

4-1-2 

都 市 づ

くり 

時 代 のニーズに即 した持

続可能なコンパクトなまち

づくりを進 めるための、柔

軟 で 合 理 的 な 土 地 利 用

の推進 

本市の都市計画に関する基本的な方針である「都市計画マスタープラ

ン」の改定に取り組んだ。R1 年度は、基礎調査を行うとともに、都市計

画マスタープラン策定検討部会や庁内検討会議を開催し、都市づくり

の現状把握や課題分析を行った。なお、多分野連携による地域特性に

応じたきめ細かな都市づくりを推進する方向で検討しており、次期都市
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計画マスタープラン策定によって、適切な土地利用が推進され、5 年後

のまちに効果がある。（都市計画課） 

将 来 人 口 推 計 値 やオ ー

プンデータの活用による、

人 口 構 成 に 適 応 す る 細

やかな都 市 （ 地 域 ） 構 造

の分析・検討 

将来人口推計値やオープンデータを活用し、行政運営、健康･福祉、

生活利便性などの分野から都市構造の現状把握、課題の整理を行っ

た。地域ごとの将来人口構成、年齢別人口密度分布将来推計や GIS

データを活用するなど地域特性に応じた細やかな課題分析を行った。

（都市計画課） 

商 業 ･産 業 集 積 による持

続的で活力ある都市形成

のための適切な土地利用

の誘導 

都市計画マスタープランの改訂作業において、土地利用の現況調査

や都市構造の分析を行うなど、持続的で活力ある都市形成に向け、本

市の商業・産業の現状把握や課題分析を行った。また、適切な土地利

用の誘導を推進するための都市づくりの方針の検討に取り組んだ。（都

市計画課） 

市民アンケートやワークシ

ョ ッ プ 等 によ る 住 民 意 向

や地域特性の把握と、地

域 特 性 を踏 まえたまちづ

くりの推進 

萩の台地域において地域ワークショップ（ミライ会議）を４回開催した。ア

ンケート調査やワークショップにより、地域活動、地域資源などの地域特

性や地域住民の住まい方、暮らし方など住民の意識を把握し、課題解

決に繋がるアイデアを実現するなど、まちづくりを地域住民と共に進め

た。（都市計画課、住宅政策室） 

学研高山地区第２工区の

新 た な ま ち づ く り 検 討 組

織による全体土地利用計

画等や段階的整備などの

検討・策定 

R1 年 10 月に有識者等が参加するまちづくり検討組織を設置し、年度

内に３回会議を開催した。会議を通じて学研高山地区第２工区の位置

づけや現況、骨格道路や造成イメージ等について認識を共有し、マス

タープラン策定に向けた取組みを進めた。（学研推進室） 

4-2-1 

道 路 ・

公 共 交

通 

学研生駒テクノエリアを中

心とした企業誘致関連道

路 等 のインフラ整 備 の推

進 

北田原中学校線道路整備工事について第 3-1 工区の 101m 区間に

おいて一部完成した。また、道路整備を計画している箇所の整備済延

長の割合が 31.0%（R2 年 3 月末）である。 （事業計画課、土木課） 

道 路 インフラの長 寿 命 化

修繕計画に基づく計画的

な補修工事の実施 

生駒市が管理する橋梁 256 橋についての長寿命化修繕計画を策定し

た。また第 2 阪奈 1 号橋、井手山 3 号橋（一般部及び跨線部）の予防

保全設計業務及び神楽橋の予防保全工事を実施した。（管理課） 

生 駒 市 地 域 公 共 交 通 活

性化協議会における地域

公 共 交 通 網 形 成 計 画 の

検討・策定 

地域交通の現状や問題点を整理し、地域特性に応じた多様な公共交

通サービスの組合せ等について協議が進んでいる。（事業計画課） 

4-2-2 

上 下 水

道 

効 率 的 で 持 続 可 能 な経

営 を行 うための経 営 方 針

や事業計画の策定 

R3 年から 10 年間の計画として策定する水道事業ビジョンのための基礎資料

作りを行った。 

・旧水道ビジョンの内部評価を行い、現状を把握しそこから課題を抽出した。 

・施設整備計画の作成の元となる資産調査を行いまとめた。 

・前回ビジョン策定時と市民意識を比較するアンケートを行い取りまとめた。 

・国や県の水道ビジョン及び経営戦略の研究を行った。 

（上下水道部総務課） 

効 率 的 な汚 水 処 理 施 設

整 備 の た め の 各 種 関 連

計画に基づく効率的な事

業展開 

交付金を活用し、竜田川流域を中心に面整備事業を実施したことで、

下水道普及率が 71.4％に向上した。また、合併処理浄化槽の設置者

に対して 69 基の補助を行うとともに、R1 年度から新たに転換時の宅内

配管工事費に対する補助制度を追加し、合併処理浄化槽の普及促進

を図った（R1 設置目標：67 基）。（下水道課） 

4-4-1 

緑 環
公 園 施 設 長 寿 命 化 計 画 市内２２６公園の公園施設長寿命化計画を策定した。長期にわたって
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境 ･ 公

園 
に基づく遊具等の適正管

理 

遊具等を適正管理するための本計画が策定されたことで、5 年後のまち

を実現するための安心・安全な公園管理を行っていく。令和２年度以

降、計画に従い、改修工事を行うことで公園の再整備や利用促進を図

っていく。（みどり公園課） 

6-1-1 

行 政 経

営 

人 口 減 少 や人 口 構 造 の

変化を見据えた、公共施

設 の 適 正 な配 置 方 針 や

計 画 的 な改 修 時 期 等 の

決定 

公共施設の長寿命化や適正配置を実現するため、公共施設マネジメ

ント推進計画の策定に向け、158 施設について生駒市行政改革推進

委員会から R2 年 3 月に答申をいただいた。その答申をもとに、市として

公共施設の適正配置に向けた方針を定め、10 年間の具体的な取組を

定める原案として、全庁的に情報共有した。（行政経営課） 

各 公 共 施 設 の状 況 把 握

と施設の有効活用 

公共施設マネジメント推進計画の策定にむけ、施設カルテの年度更新

を行い、適正配置に向けた取組を進めた。（行政経営課） 

公 共 施 設 等 の長 寿 命 化

の推進 

・生駒市公共施設保全計画においては、公共施設の適正配置の状況

を見据えながら、施設により長寿命化を検討する必要があることから、

生駒市公共施設マネジメント推進計画の策定に向けて、相互に関連付

けるよう協議を進めた。（営繕課） 

・水道管の漏水調査を行い、漏水を早期発見し水道管の早期修繕に

努めた。施設については、平成 30 年度から継続していたひかりが丘配

水場の電気設備等改良工事を完成させた。（工務課） 

既 存 インフラ施 設 の継 続

的な保全・更新 

・生駒市が管理する橋梁 256 橋についての長寿命化修繕計画を策定

した。また第 2 阪奈 1 号橋、井手山 3 号橋（一般部及び跨線部）の予

防保全設計業務及び神楽橋の予防保全工事を実施した。（管理課） 

・水道管について、移設及び老朽管の布設替えなどにより、6.29 ㎞の

管路更新を実施した。（工務課） 

●まとめ  

ライフスタイルやコミュニティの変化に伴い、「自宅と職場を結ぶ」導線を中心とした、

ベッドタウン型の都市からの転換が求められている。市民満足度調査では、約４分の３が

「休日は市内にいることが多い」と回答している。  

市内の様々な場所で互いに交流できる場所とその場所同士を結ぶネットワークが整備

されたコンパクトなまちづくりを進めるため、令和元年度は、「都市づくり」分野では、都

市計画マスタープランの改定に向けて、基礎調査の実施や都市計画マスタープラン策定検

討部会・庁内検討会議を開催し、都市づくりの現状把握や課題分析を行った。また、「行政

経営」分野では、公共施設の長寿命化や適正配置を実現するため、公共施設マネジメント

推進計画の策定に向けた取組を進め、生駒市行政改革推進委員会からの答申をもとに、市

として公共施設の適正配置に向けた方針を定め、10 年間の具体的な取組を定める原案とし

て、全庁的に情報共有を図った。さらに「道路・公共交通」分野では、地域公共交通網形

成計画の策定に向けて、地域交通の現状や問題点を整理し、地域特性に応じた多様な公共

交通サービスの組合せ等について協議を進めるなど、生活・社会構造の変化を見据えて、

都市機能の見直しに着手した。 
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資料  

１．⽣駒市総合計画審議会条例 

 (設置) 

第1条 生駒市総合計画(以下「総合計画」という。)の策定及び適切な進行管理を図るため、

生駒市総合計画審議会(以下「審議会」という。)を置く。  

 (所掌事務) 

第2条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。  

(1) 総合計画の策定に関すること。  

(2) 総合計画に基づく施策等の取組状況及び成果の検証に関すること。  

 (組織) 

第3条 審議会は、委員15人以内をもって組織する。  

2 委員は、学識経験のある者その他市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱する。  

 (任期) 

第4条 委員の任期は、2年とする。ただし、再任されることを妨げない。  

2 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

 (会長) 

第5条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。  

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

3 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を代理する。  

(会議) 

第6条 審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、会長が議長となる。  

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。  

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。  

(部会) 

第7条 審議会は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。  

2 部会に属する委員は、会長が指名する。  

3 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により定める。  

4 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちからあらかじめ部会長が指名す

る委員がその職務を代理する。  
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 (関係者の出席等) 

第8条 審議会又は部会は、必要があると認めるときは、関係者に対し、会議に出席を求

めて意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。  

 (委任) 

第9条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が定める。  

附 則  

(施行期日) 

1 この条例は、平成12年4月1日から施行する。  

(生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一

部改正) 

2 生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例(昭

和31年11月生駒市条例第12号)の一部を次のように改正する。  

〔次のよう〕略  

附 則(平成24年10月条例第30号) 

この条例は、公布の日から施行する。  
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２．⽣駒市総合計画審議会委員名簿 

（１）⽣駒市総合計画審議会委員名簿 

◎＝会長  ○＝会長代理 

 

（敬称略・選出区分別） 

選出区分 氏名 所属母体・役職等 

学識経験のある者 

（４） 

◎中川
ナカガワ

 幾郎
イクオ

 帝塚山大学 名誉教授 

○久
ヒサ

 隆浩
タカヒロ

 近畿大学総合社会学部 教授 

高取
タカトリ

 克彦
カツヒコ

 畿央大学 健康科学部 教授 

森
モリ

 裕 之
ヒロユキ

 立命館大学政策科学部 教授 

その他市長

が 

必要と認め

る者 

団体代表者 

（５） 

森岡
モリオカ

 文夫
フミオ

 生駒市自治連合会 会長 

鐵
テッ

東
トウ

 貴和
タカカズ

 生駒商工会議所 会頭 

楠
クスノキ

 正志
タ ダ シ

 エコネットいこま 副代表 

淺間
ア サ マ

 晋 一
シンイチ

 生駒市民生・児童委員連合会 会長 

藤尾
フジオ

 庸子
ヨウコ

 生駒市健康づくり推進員連絡協議会 会長 

一般公募市民 

（３） 

陽 山
ヨウヤマ

 めぐみ 公募市民 

中山
ナカヤマ

 惠
エ

美
ミ

子
コ

 公募市民 

村上
ムラカミ

 一美
カ ズ ミ

 公募市民 
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（２）⽣駒市総合計画審議会部会別委員名簿 

   （敬称略）  

部会  選出区分  氏名  所属母体・役職等  

第一 

部会 

学識経験のある者 

中川
ナカガワ

 幾郎
イクオ

 帝塚山大学 名誉教授 

森
モリ

 裕之
ヒロユキ

 立命館大学政策科学部 教授 

その他市長が必要

と認める者 

団体代

表者 
森岡
モリオカ

 文夫
フミオ

 生駒市自治連合会 会長 

一般公募市民 陽山 めぐみ
ヨウヤマ

 公募市民 

第二 

部会 

学識経験のある者 久
ヒサ

 隆浩
タカヒロ

 近畿大学総合社会学部 教授 

その他市長が必要

と認める者 

団体代

表者 

鐵東 貴和
テットウ タカカズ

 生駒商工会議所 会頭 

楠 正志
クスノキ タダシ

 エコネットいこま 副代表 

一般公募市民 中山
ナカヤマ

 惠
エ

美
ミ

子
コ

 公募市民 

第三 

部会 

学識経験のある者 高取
タカトリ

 克彦
カツヒコ

 畿央大学健康科学部 教授 

その他市長が必要

と認める者 

団体代

表者 

淺間 晋一
アサマ シンイチ

 生駒市民生・児童委員連合会 会長 

藤尾
フジオ

 庸子
ヨウコ

 生駒市健康づくり推進員連絡協議会 会長 

一般公募市民 村上
ムラカミ

 一美
カズミ

 公募市民 

 


